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第四章
　
移行経済モデル
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１
　
移行経済とは
計画経済から市場経済へ移行する経済のことを移行経済と呼ぶ。二〇世紀前半から半ば
にかけて形成された世界中の社会主義計画経済国は﹆約半世紀の国家的実験を経て﹆二〇世紀末には市場経済メカニズムの導入を決めた。労働者と資本家の公平な分配を目指した計画経済システムは様々な問題をもたらしたからである。
計画経済の特徴は﹆社会の財・サービスの配分を政府が決定するというところにある。
価格は政府よって決められ﹆企業は国有化され﹆何をどれだけ生産するかは政府が決定する。生産された財やサービス 配給制度を通じて家計に配分され のである。
市場経済の特徴は﹆社会の財・サービスの生産や購入を企業や家計が意思決定する い
うところにある。財・サービ が不足す ば価格が上昇し 余れば価格は下落 価格を見て企業や家計が経済活動を決定するのが市場経済のシステムである
計
画
経
済
は﹆
平
等
を
実
現
す
る
が
無
駄
が
多
く
効
率
的
で
は
な
い。
市
場
経
済
は
効
率
的
で
あ
る
が﹆持つもの持たざるものという不平等を生む。
計画経済には競争がなく﹆技術革新というインセンティブがわかず﹆資源が効率的に使
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われない﹆という問題がある。中国はこの問題をどのように克服していくのであろうか。
この問いに簡単に答えると﹆中国の政府が経済から退出
し
て
い
っ
て
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
や
資
源
の
効
率
使
用
を
も
た
ら
し
た﹆と言える。政府は公有制以外の企業を認め﹆企業への関与を減らし﹆財やサービスの取引の意思決定を企業に任せるように た。市場の形成に向けて﹆計画価格の製品は減らしていくと もに﹆市場で価格が決まる製品が増加していった。また政府が管理する国有企業 経済における存在は少なくなっていった。
表１は公有制である国有企業と集団所有企業のシェアが
減少してきたこと﹆表２は計画価格から市場価格へ変化してきたことを示している。
本章では﹆計画経済から市場経済への移行過程﹆とくに
政府が深く関与する公有経済から政府が退出す 過程を確
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認していこう。
最
初
に﹆
郷ごう
鎮ちん
企
業
の
出
現
か
ら
競
争
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
考
え
る。
次
に﹆請負制度によるインセンティブ問題を見て﹆最後に企業経営が効率化する所有制の改革について見てみよう。
２
　
所有制の多様化
移行経済のポイントは﹆政府がコントロールしていた企業と
価格を自由化するというところにある。
中国は急進的に自由化を行ったのではなく﹆ゆっくり市場経
済化を行った。この漸進主義的改革は移行経済について様々な論点を提供してくれた。それは①競争メカニズムがあれば企業を民営化しなくてもいい ではないか ②企業に自主権を与えれば企業は自分で意思決定するので ないか﹆③所有制改革はどこまでやるのか﹆などである。
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漸進主義的改革は二つの移行過程を含んでいた。計画を支えていた国有企業に対し﹆非
国有企業︵郷鎮企業﹆個人企業﹆外資企業など︶が勃
ぼっ
興こう
して﹆所有制が多様化していく過
程と﹆国有企業や集団所有制企業が非公有化︵民営化︶されていく過程である。所有制の多様化により競争メカニズムを導入するとともに非公有化︵民営化︶によって﹆中国経済は効率化を実現できるであろうか。
本節ではまず競争メカニズムの導入という観点から移行経済を見てみよう。競争メカニ
ズムの導入には﹆それまでの公有制以外の企業の存在が必要である。そこで一九七八年の改革以降﹆農村を中心に発展し﹆現在の中小企業および民営 の元となった郷鎮企業の出現を見て﹆政府の関与ではなく﹆市場での競争が の効率化を生み出す過程を見てみよう。郷鎮企業の勃興
郷鎮企業とは﹆人民公社や生産大隊が所有・経営していた社隊企業が﹆人民公社制度の
崩壊後﹆郷営と村営の集団所有制企業︵農
村のみんなで所有する企業︶に再編されたもの
である。一九八四年頃より社隊企業﹆農民の共同経営企業﹆個人企業 加えて 農村
94
を郷鎮企業と呼ぶようになった。
そもそも計画経済時代には﹆農村で日常に使う日用品や農機具などは計画経済の不完全
性により計画の外に置かれていた。また文化大革命の混乱期には物資が不足するなど﹆都市工業にはない柔軟性を持つ農村工業には活躍の余地があった。
日用品に対する需要と﹆一九七八年の農村改革により顕在化した余剰労働力とが結びつ
き﹆一九七九年の﹁社隊 発展させよ﹂という政府の通達もあって﹆農村工業が発展し
た。
初
期
は﹆
食
品
加
工
や
繊
維﹆
修
理﹆
旅
館﹆
飲
食
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
産
業
が
発
展
し
た。
当
時﹆綿花や砂糖原料などは 内農産物であった めに﹆郷鎮企業による加工は許されていなかった。
農村での雇用問題の解決が図られるということから﹆一九八四年 は農村工業の奨励化
の方針が政府より打ち出された。しかし﹆郷鎮企業が基本的に国家計画 枠外 置かれいることに変わりはなく 原材料調達﹆販売﹆資金調達など経営面で﹆郷鎮
企業は早くか
ら市場への適応を迫られたのである。
都市部においても﹆文革の収束による下放青年の就職問題解決から﹆個人企業の容認の
方
針
が
打
ち
出
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た︵
一
九
八
一
年
︶。
一
九
八
七
年
の
第
一
三
回
党
大
会
に
お
い
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て﹆民営企業の発展が公式に容認され﹆一九九三年の社会主義市場経済路線の確立と会社法の制定によって﹆個人や民営企業の政治的・法的地位は大きく改善された。郷鎮企業 役割
郷鎮企業は農村工業化の主役であった。農民から考えてみれば﹆農業以外の所得が得ら
れるので﹆農民所得が向上したし﹆農村の雇用機会が提供されるので﹆余剰労働力が吸収できた。そして農村 工業化を行うことができるとともに﹆農村の財政収入にも大きな貢献を果たした。
また郷鎮企業は﹆都市の集団所有制企業の下請けの役割を負っていた。無錫県では﹆全
体の四分の一が都市企業と連携しており﹆上海の都市企業の三分 一は郷鎮企業と取引があったとされている︵今井・渡邉二〇〇六﹆九八︱九九︶
。
郷鎮企業に共通しているのは﹆計画外で行動していたということである。つまり市場競
争のなかで生存しており﹆市場メカニズムが働くことによって﹆ として成長していった。しかし﹆九〇年代には競
争の激化から利潤率が減少し﹆経営は必ずしも順調ではなく
なった。図
10は就業者数からみた郷鎮企業の発展を示している。郷鎮企業は八〇年代に成
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長し﹆九〇年代﹆二〇〇〇年代には伸びは鈍化し﹆安定しきている。
また﹆郷鎮企業は日本でいう中小企業である。資
本がたくさんあるわけではないので﹆どうしても労働集約型産業であった。しかし安い労賃を活かすという意味で比較優位を発揮し﹆輸出企業として活躍する郷鎮企業も出てきた。広東省﹁科龍集団﹂は香港に上場し﹆国内有数の家電メーカーに育ったものもある。評価
—
競争メカニズム
そもそも郷鎮企業は現在でこそ﹆株式化などの民
営化が進められたが﹆八〇年代には成長 柱であった。集団所有︵郷村政府の所有︶と全人民所有︵国有︶という違いこそあれ﹆ともに公有であっ 。そ
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れにもかかわらず当時の国有企業よりも郷鎮企業の成長は速かった。それはなぜか﹆多くの研究者が着目した。なぜなら明確な所有制の存在が企業経営の効率性を保障するというコースの定理 らはずれていたからである。
ある論者は﹆郷鎮所有といっても実際の経営は﹆経営者によって行われており﹆事実上
の
民
営
化
が
進
ん
で
い
た
と
す
る。
あ
る
論
者
は﹆
郷
鎮
内
部
で
経
営
者
と
労
働
者
が
郷
鎮
企
業
に
対
し﹆
忠
誠
心
が
高
く﹆
自
分
の
企
業
と
い
う
意
識
が
高
い
と
す
る。
あ
る
論
者
は﹆
﹁
ソ
フ
ト
な
予
算
制
約
﹂︵
政
府
の
温
情
主
義
に
よ
っ
て
赤
字
に
陥
っ
た
国
有
企
業
を
救
済
す
る
︶
を
特
徴
と
す
る
国
有
企
業
と
は
異
な
り﹆
郷
鎮
政
府
の﹁
予
算
制
約
が
ハ
ー
ド
﹂︵
銀
行
か
ら
借
り
ら
れ
な
い
た
め﹆
郷
鎮
政
府
は
非
効
率
な
企
業
を
温
存
で
き
な
い
︶
で
あ
る
こ
と
も﹆
郷
鎮
企
業
の
成
功
を
説
明
す
る
要
因
と
し
て
い
る。
また﹆郷鎮政府と郷鎮企業は一体であり﹆ともに競争相手が存在しており﹆企業と地方
政府が協力し﹆市場競争に向かうことで﹆経営メ
カニズムの改善につながったとされる意
見もある︵加藤二〇〇四﹆七七︶
。
いずれにせよ﹆郷鎮企業や都市の個人企業が現れるこ によって﹆いままでの単一な所
有制に風穴があいた 社会主義の公有制という建前はさておき﹆個人企業や外資企業が存
98
在するようになった。二〇〇一年の憲法改正と民営企業主の共産党入党是認は﹆民営企業に対する政治的・イデオロギー的制約がほぼ解消したことを示す象徴的な出来事である︵今井・渡邉二〇〇六﹆一一〇︱一一︶
。
郷鎮企業は競争というメカ
ニズムを活用しつつ一九八〇年代に確かに発展した。しかし﹆九〇年代半ばから成長は頭打ちになった。これは市場競争の圧力にさらされ﹆もともと低資本﹆低技術の郷鎮企
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??????????????????????? ????????
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業が市場から退出していったのである。
３
　
請負制度の導入
国
有
企
業
と
は
誰
の
も
の
か。
﹁
国
の
も
の
﹂
で
あ
る
と
答
え
る
こ
と
は
簡
単
で
あ
る。
し
か
し﹁
国
有﹂という概念ほど曖昧な所有権はない。市立小学校は市のものだといっても市長の判断で廃校にしたり処分したりできるものではな 。それは市民のもの﹆公有だからである。
このように公有制という所有は誰のモノか明らかにならない。この所有の不明瞭さは﹆経営者にとって以下の問題を生む。国の命令にしたがって経営
すればいいので自分で意思決定をしない。赤字になれば国からお金を補填してもらえばいいし︵ソフトな予算制約︶
﹆黒字なら国に全部上納する。
また国の指示がなければ﹆新しい製品を開発する意欲もコスト 下げる経営の工夫も行
われな 。つまり企業は技術革新を行わないので経営も効率的ではなくなる。
効率的な企業経営を行うにはどうしたよいか。一般には﹆誰が所有しているかわからな
い公有制を採用するよ も私有にす
る方が自分のものであるという意識から経営が効率化
100
するといわれる︵コースの定理︶
。
ところが﹆国有企業に課されている雇用確保﹆産業政策の実施という観点から﹆所有制
とは関係なく効率的な企業統治が可能だという見方がある。一方﹆やはり公有制自体が非効率の源泉であるので﹆私有化が必要という見方がある。
前者は﹆市場競争と予算制約のハード化︵国有企業への融資や国からの補助が厳格化す
ること︶がなされれば﹆企業統治はよくなる しているし﹆後者はコースの定理どおり﹆所有者が経営者を監督 ことによって企業統治がよくなるので﹆所有者をはっきりさせないといけないという考えである︵今井二〇〇〇﹆一九〇︶
。
公有制はそのままで﹆郷鎮企業や私営企業などの市場参入を許し﹆競争メカニズムを導
入した八〇年代郷鎮企業は成長した。国有企業はそのころどう ったので ろうか請負制度の導入
国有企業は計画経済システムの根幹であり﹆社会主義が標榜する公有制の基本単位とな
る。
政
府
の
主
管
部
門
が﹆
所
属
の
企
業
を
管
理
す
る
シ
ス
テ
ム
で
あ
り﹆
計
画
を
実
行
す
る﹁
工
場
﹂
であり﹆私たちのいう企業ではなかった。
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主管部門
︵例えば軽工業部︶
→
国有企業
︵国有の紡績企業︶
国有企業改革に焦点をあてて﹆企業改革の歴史をみてみよう︵中兼一九九九﹆二四二︱
二四三︶
。
第一期は一九七九～八六年の時期である。この時期には企業の利潤留保制度の開始と企
業による留保利潤使用権の拡大がおもな改革であった︵放権譲利：自主権拡大と利潤の留保
使
用
︶。
企
業
が
あ
げ
た
利
潤
は
す
べ
て
国
家
に
上
納
さ
れ
て
い
た。
改
革
に
よ
り
利
潤
の
一
部
を
税
として国家に納めたあとの利潤は企業内で留保できるようになり﹆それを企業で働く人のためにボーナスとして分配された。
第二期は一九八七～九三年の時期で﹆所有権には手をつけず請負制を導入し ﹆企業統
治を改善するという改革である。請負制は国有企業の監督官庁と経営者とが通常三～五年程度の期間の経営請負契約を結ぶという形式をとる。経営者は利潤の一部上納を義務づけられるが﹆生産量や生産方法﹆製品の価格﹆従業員の雇用・解雇などにおいて自主 が与えられた。
第三期は一九九四年以降から現在まで
である。一九九二年の﹁全人民所有制工業企業経
102
営システム転換条例﹂を契機として﹆私たちのいう普通の企業制度を確立するものである。一九九三年に会社法が施行され﹆企業が法人として位置づけられた。一九九六年からは大型 は残し﹆小型企業は民営化﹆私有化を含む様々な所有形態に転換することた︵
﹁抓大放小﹂
︵大をつかみ﹆小を放
つ︶と言われた︶
。
請負制度の問題点
請負制という企業自主権︵つまり経
営権の自由化︶ 拡大は﹆どのように進んだか。表３によれば﹆一九九三年までに﹆生産面での自主権は九五％以
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上
の
企
業
が
獲
得
し﹆
価
格
が
八
割
弱﹆
従
業
員
に
つ
い
て
雇
用
は
六
〇
％﹆
解
雇
が
四
五
％
程
度
と
な
っ
て
い
る。
し
か
し﹆
投
資
や
資
産
に
関
す
る
自
主
権
は
二
割
程
度
の
企
業
し
か
手
に
入
れ
て
い
な
い。
何を生産し﹆どのような価格で販売するかという日常の経営についての意思決定権は多
くの企業が獲得した。しかし﹆経営上の重要な人材獲得と再配置︵解雇︶については上級機関︵国家政府︶の意向が強く反映していたのである。
経営請負制という方法は﹆経営権の内容を徹底的に経営者に任せるというものとはいえ
なかったようである。こ ような請負制で企業は市場に沿った経営判断ができたのであろうか。あるいは経営は効率化したのであろうか。
国有企業の の効率性 論じた研究に れば﹆確実に改善した されるし︵今井二〇
〇
〇﹆
一
九
三
︶﹆
ジ
ェ
フ
ァ
ー
ソ
ン
＝
ロ
ウ
ス
キ
ー
ら
の
研
究
に
よ
れ
ば﹆
集
団
所
有
制
企
業
に
比
べ
て﹆全要素生産性の増加率は低い それでも増加しているとされている︵中兼一
九九九﹆
二六二︶
。つまり何もしないよりは経営は効率化したといえそうである。
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評価
—
インセンティブ
請負制は﹆企業経営者による効率的な経営を行おうとさせるインセンティブをもたらし
た。
しかし 度にも問題があった。ひとつは請負契約の強制力が小さいことである。契
約上の利潤の一部を納めることができなかったとしても﹆上納義務が減免された。状況によっては国有銀行を通じて﹆追加的な融資が与えられた。またこのような﹁ソフトな予算制約﹂は﹆労働者への過剰分配﹆過剰投資を招いた。経営がうまく行っていないのに﹆労働者への賃金・ボーナスが払われ 短期 過剰投資は不良債権化していった。結局﹆国有企業は赤字を抱えていく である。
二つ目は﹆請負制契約の交渉にまつわる問題である。請負制では企業ごとに状況に応じ
て﹆上納利潤を決定し いく。従って企業ごとに負担 変わってしまい﹆市場での競争条件が企業ごとに不公平となった。また国有企業自体がかかえる社会的責任から地元雇用拡大が優先され﹆そのためにも国有銀行からの
融資で企業経営を続けさせるといった不良
企業の存続が問題 なった。
最
終
的
に
主
管
官
庁︵
所
有
者
︶
は﹆
企
業︵
経
営
者
︶
を
う
ま
く
統
治︵
ガ
バ
ナ
ン
ス
︶
で
き
な
105
???????????
かったといえる。とくに契約が短期的であるため﹆利潤は経営者と労働者に分配され﹆国有
企
業
が
自
分
自
身
を
内
部
か
ら
食
べ
尽
く
す︵
国
有
資
産
の
私
物
化
︶
現
象
が
出
現
し
た
の
で
あ
る
︵インサイダー・コントロールともいう︶
。
八〇年代﹆郷鎮企業との競争にさらされた国有企業は企業経営の自由度という点では他
の所有制企業よりも劣っていたようである。また従業員の雇用や解雇は地方政府にとっても非常にセンシティブな問題であり﹆企業の自由にさせるというわけにはいかなかった。
逆に経営者に自由にさせるようになると﹆経営者は一体何の権利があって公有の企業を
自由にできるのかという問題 発生す この意味では中国の国有企業は早晩﹆所有制という問題に取り組まざるを得なかったといえる。
郷鎮企業との競争に晒
さら
され﹆外資系企業とも競争を迫られた国有企業は﹆とくに労働集
約型産業であった紡績産業で累積赤字が大きな問題となった。一九九三年以来国有紡績企業は五年連続赤字を出し﹆一九九六年の時点で国有紡績企業の赤字は国有企 全体の四割まで占めるようにな 。関連労働者は一八〇万人とも われており﹆国有紡績 は困難に直面したのである︵ただし九七年 は苦境を脱し ︵岡本一九九九︶
︶。
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４
　
所有制の改革
長い間国有企業の存続にかかわっていた政府も﹆すべての国有企業を維持することの難
しさを認識した。一九九六年の﹁抓大放小﹂と国有企業の戦略的改編は﹆競争的産業からの国有企業の撤退を決定し﹆民営化の道を歩むこととなった。宇宙﹆資源﹆インフラ﹆通信などの重要な産業かつ大型企業は国に残すとしながらも大部分の国有企業が民営化されることになる。一九九七年には当時の朱鎔基首相が国有企業の経営不振の問題解決に真剣に取り組んだ。それと同時に改革を阻害していた行政の改革﹆銀行の改革がセットで行われたのである。
本節は﹆民営化を中心とする国有企業改革を考察する。はじめに国有企業改革の四つの
方向を確認し﹆その問題点を検討して﹆今後企業形態がひとつに方向に収斂しつつあることを述べる。国有企業改革の方向
一九九七年の第一五回党大会を境に国有企業改革は本格的な公有制から私有制に向けた
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民営化が主流となる。
﹁国有経済の戦略的調整﹂
﹆すなわち国有企業を戦略的な部門に集中
し
て
い
く
こ
と
が
明
ら
か
に
さ
れ﹆
﹁
非
公
有
経
済
﹂
す
な
わ
ち
民
間
企
業
が﹁
社
会
主
義
市
場
経
済
の
重要な構成要素﹂と規定された。それまで郷鎮企業﹆外資系企業などの民間企業は﹁公有経
済
の
補
充
﹂
と
し
て
み
ら
れ
て
い
た
の
が﹆
扱
い
が
格
上
げ
に
な
っ
た︵
大
橋・
丸
川
二
〇
〇
九﹆
　
六
八
︶。
こ
れ
に
よ
り
民
営
化
は
タ
ブ
ー
で
も
な
く﹆
試
験
的
な
も
の
で
も
な
く﹆
本
格
的
に
実
行
す
る
改革となったのである。
国有企業改革は﹆基本的に所有と経営の分離を中心として﹆四つの方向に向かっている
とされる︵中兼一九九九﹆二四六︱二四八︶
。
ひとつ目の方向は国有資産管理機構︵委員会︶を政府のなかに設置し﹆それが国家持株
会社を通じて配下企業の資産を所有し﹆管理する体制である。これにより﹆誰が所有者かという問題が解決した。この改革は行政改革とセットで行われ﹆各工業部︵主管官庁︶が廃止され﹆持株会社
となっていった。
国有資産管理委員会︵新設︶
→
持株会社︵例えば軽工業部なら紡績持株集団公司︶
→
配下の国有企業︵紡績︶
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二つ目は大型の企業集団などに国有資産を授権経営させるというものである。企業集団
の中核企業が国有資産管理委員会から国有資産の経営について委託を受ける。この改革は一九九一年からモデルケースとして東風自動車をはじめ﹆合計八つの企業集団が授権経営のテストケースとして認定され﹆経営管理の実験を行った。
国有資産管理委員会︵新設︶
→
経営の委託
→
大型企業集団
→
配下の企業
企業規模が大きく﹆社会に大きな影響を与える企業は 家から委託された形で企業経営
を行ってきた。
三つ目は株式化である。一九九〇年代初めに深圳と上海に株式市場が設けら ﹆一部国
有企業も上場して資金をあつめるようになると一九九二年には人々の間で株式ブームが発生した。この改革の目的は﹆①出資主体を多元化して企業統治の効率化をはかること ②直接金融の途を開くことによって過剰債務問題を解決することである。
企業価値を株式にする→上場→
国有資本以外の出資主体を導入
四つ目は﹆非国有部門への売却を通じた私営化あるいはリースである。 くに一九九六
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年頃から開始された国有企業の﹁戦略的再編﹂では﹆競争的産業およびおよび中小の国有企業は個人企業や私営企業などに売却やリースという形で私営部門に移された。
中小国有企業
→
売却﹆リース
改革の状況
ひとつ目の国有持株会社による経営への関与は﹆企業が利潤が出している間は﹆経営者
は国の関与を嫌う傾向がある。とくに一九九〇年代後半には市場での競争 激化し﹆モノ不足経済からモノ余り経済へと転換していった。このようななかでの企業経営 経 者が重要な役割を果たす。そのなかで﹆国有持株会社が経営に口を出すことは﹆市場競争で敗退する可能性が高くなる。なぜなら政府は利潤よりも地元の雇用や地元経済 振興を目的としているため﹆経営者 利潤拡大という目的と相反するからである。
実際には﹆持株会社の傘下に残るのは﹆小規模あるいは比較的実力の弱い企業が中心と
なる。国有持株会社の主要な役割はこ した企業の整理・売却が中心となり﹆国有企業改革の過渡的制度になる可能性が高い。
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整理﹆売却の数値を見てみよう。国有企業の就業者数のピークは一九九五年で七五四四
万人であったが﹆二〇〇八年には二五〇一万人までに減少している。二〇〇八年までに合計四九八〇社の国有企業が破産し﹆九六七万人が職を失ったとされる︵黄二〇一一︶
。
二つ目の授権経営という方法では﹆授権する内容が経営効率に依存する。とくに中央直
轄の機関産業部門に属する では﹆国家の産業政策を優先するような経営が期待される︵産業政策型授権企業︶
。宝山鋼鉄などはその例であり﹆その意味で経営者の自由度は少な
い。
一
方﹆
経
営
者
が
非
常
に
有
能
で
実
質
的
に
企
業
を
支
配
し
て
い
る
国
有
授
権
企
業
も
存
在
す
る
︵経営者支配型授権企業︶
。このような企業は比較的規模が小さく﹆競争条件が厳しい産業
で
あ
る。
こ
の
場
合﹆
経
営
者
の
在
任
期
間
が
長
く︵
例
え
ば
二
〇
年
︶﹆
も
し
経
営
者
が
う
ま
く
企
業
を経営して利益が出る場合﹆政府が口出しする余地 小さい︵今井・渡邉二〇〇六﹆第二章︶
。三つ目の株式化では﹆国有企業が中心となった。国有株主が筆頭株主である企業は約八
割を占めている。これは地域や業種によって政府が割り当てを行って 国有企業を上場させ
て
い
っ
た
か
ら
で
あ
る︵
二
〇
〇
〇
年
廃
止
︶。
ま
た
こ
の
国
有
株
主︵
一
般
的
に
は
二
つ
目
の
よ
う
な上場企業の母体企業あるい 中核企 ︶が持つ株は原則として売買が認められていない
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ため﹆非流通株という。これらが株式全体に占める割合は発行済み株式の三分の二を占めて
い
る
と
い
う
２。
他
に
も
株
主
資
本
に
対
す
る
純
利
益
の
割
合
で﹆
企
業
収
益
を
示
す
株
主
の
資
本
収
益
率︵
R
eturn on Equity: Ｒ
Ｏ
Ｅ
︶
は﹆
先
進
国
が
一
四・
六
～
二
三・
八
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず﹆
中
国
で
は
全
上
場
企
業
の
Ｒ
Ｏ
Ｅ
は
六・
二
し
か
な
い︵
今
井・
渡
邉
二
〇
〇
六﹆
七
四
表
２︶
。
国家株主の存在は経営効率の改善に貢献していないといえる。
最後の私有化は﹆株式を経営者や経営者と平等に労働者にも分けるという方法がとられ
ている。とくに一九九〇年代後半﹆郷鎮企業や中小企業では﹆公有制の実体的な形態として﹆
企
業
の
資
産
を
経
営
者
と
労
働
者
に
平
等
に
割
り
当
て
ら
れ
た︵
M
anagem
ent-Em
ployees 
B
uyout: ＭＥＢＯ︶
。これにより﹆従業員のインセンティブを維持しつつ﹆経営者も自分の
企業として経営効率の改善に目を向けるようになったのである。
どの
方法においても﹆政府の所有者としての行動目的と企業経営者の行動目的が違うた
め﹆この所有と経営の関係をどのようにすれば経営効率が改善するかということが試行錯――――――――――――――――――２
　
非
流
通
株
の
放
出
に
あ
た
っ
て
は
既
存
株
主
の
損
失
を
補
填
す
る
と
い
う
条
件
付
き
で﹆
二
〇
〇
四
年
に
非
流
通
株
の
放
出
方
針
が
決
定
さ
れ
た。
二
〇
〇
五
年
に
流
通
株・
非
流
通
株
が
統
一
さ
れ﹆
二
〇
〇
六
年
よ
り
非
流
通
株
の
放
出
が始まっている︵関
 二〇〇九︶
。
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誤的に行われている。評価
—
所有と経営の分離
二
〇
〇
四
年
の
第
一
〇
期
全
人
代
に
お
い
て﹆
憲
法
が
改
正
さ
れ﹆
私
有
財
産
の
保
護
が
う
た
わ
れ
た。私有化について﹆社会主義と相反しないという政府の立場が鮮明になった。民営化は私有化へと向かいつつある。どの所有制の形態の企業も徐々に所有権を経営者に集中させる形態︵ＭＢＯ︶が中心になってき つまり経営者の実質的な企業支配が経営の効率を生むことが理解されてき いる。国有企業であれ﹆その他の企業であれ﹆企業形態は収斂しつつあるといえよう。
計画経済において国有企業は国家の命令と計画に従う﹁体の一部分﹂であり﹆勝手なこ
とは許されなかった。トップに立つのは市場の荒波に向かって企業を舵取る経営者ではなく﹁工場長﹂であった。
工
場
長
を
経
営
者
に
育
て
上
げ
て﹆
企
業
の
経
営
を
立
て
直
す
に
は
ど
う
し
た
ら
よ
い
の
で
あ
ろ
う
か。その切り札が国有企業の民営 であったのである。何十万もあった国有企業は地方の小さな企業を中心
に民営化がすすみ﹆二〇一二年七月現在で中央が管理しているのは一一
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七の国有企業のみである。
民営化の特徴は﹆株主が所有者になることである。株主が取締役会を通じて﹆経営陣を
コントロールする。経営陣と取締役会︵株主の代表︶が重なると独裁的に経営が可能となる。これがＭＢＯであった。
とはいえ残された大型国有企業は依然国有であり﹆これらがどのような方向に進むか﹆
中国経済に大きな影響を与える は間違いない。
渡邉︵二〇一一︶によれば﹆二〇〇〇年代半ばから国有企業の傘下の企業 民営企業
買収するケースが増大しているという。現在は﹆政府の支配下にある国有企業とそうした背景を持たない私有企業が混在してい しかも中国の特徴は﹆国有企業が多くの業界で規模のうえで主導的なポジションにあるという世界にも稀な形態である。
５
　
政府の退出と再参入
中国経済の主要なプレイヤーであった国有企業に対し﹆競争を挑んだ郷鎮企業は計画外
であったこと﹆そして競争が激しかったことから急速な成長をとげ﹆中国の発展をけん引
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した。郷鎮企業は中国民営企業のさきがけであった。郷鎮という集団所有の公営企業ではあったが厳しい競争環境が経済の発展をもたらしたのである。また多くの国有企業は戦略的改組のもとで競争市場的産業からは退出し﹆民営化されるとともに﹆不採算な国有企業は倒産を迫られることとなった。
その結果﹆中国が世界第二位の経済大国になるとともに﹆中国企業は世界でも存在感を
示
し
て
い
る。
米
雑
誌﹃
フ
ォ
ー
ブ
ス
﹄︵
二
〇
一
二
年
四
月
号
︶
は
世
界
企
業
上
位
二
〇
〇
〇
社
ラ
ン
キ
ン
グ
を
発
表
し
た︵
w
w
w
.forbes.com
/global2000 ︶。
中
国
企
業
は
一
三
六
社
が
ラ
ン
ク
入
り
し﹆
中国工商銀行の第四位をはじめ﹆四大国有銀行﹆二大石油企業などが上位にはいった。近年﹆ランクインする中国企業は顕著に増加し﹆ランキングも急上昇している。
しかしランクインしているのは﹆数としても雇用数としても減少してきている 有企業
が
主
体
で
あ
る。
中
国
石
油
加
工︵
Sinopec ︶
を
は
じ
め
と
す
る
石
油﹆
電
力﹆
金
融﹆
原
料﹆
交
通
運輸﹆通信﹆自動車などの大型国有 がランクイン ている。準民間企業では﹆レノボ︵聯想集団︶など数では少ない。
二〇〇八年の金融危機以降﹆政府が四兆元の財政政策を行うとともに﹆その実行部隊と
し
て
国
有
企
業
の
存
在
が
ま
た
注
目
さ
れ
て
い
る。
﹁
国
進
民
退
﹂
と
呼
ば
れ
る
現
象
で﹆
国
有
企
業
が
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独占的な産業において﹆賃金水準や売上などで民間企業を押しのける様相を呈している。
国有企業が優位なのはインフラなどの平均費用が逓減する産業である。この分野では国
有企業が独占的企 となるため利潤率が高くなる。また国家を背景にしているために国家政策の情報などを踏まえて市場競争を有利に展開できたりする。
郷
鎮
企
業
と
い
う
非
国
有
経
済
と
の
競
争
か
ら
始
ま
っ
た
国
有
企
業
改
革
は﹆
経
営
者
へ
の
請
負
制
度﹆所有権改革を経て﹆世界企業へと成長しつつある。民営化されていない国有企業は﹆市場経済におけるジャイアントプレイヤーとして存在感を増している。政府が企業活動にどこまで関与しつづけるのか そしてどこまで退出していくのか﹆今後の中国企業の成長とともに注目される動向となろう。

